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第三項"技 術基盤のソフ ト化"と ソフ トウェアの専有間題
1970年代後半以降の米国多国籍企業の相対的な国際競争力低下は,従 来 まで
の資源集約型のハー ドウェア産業(自 動車,鉄 鋼,電 機 など)に おいて,ド ミ
ナント・デザイン(DominantDesign)や基幹部品開発 といったプロダク ト・
イノベーション(ProductInnovation)が成熟段階に突入 し,む しろ競争力の
源泉が既存技術の応用開発や低 コス ト・品質維持の実現 といったプロセス ・イ
ノベーション(Processlnnovation)へと移行する過渡期に,タ イ ミング良 く
日本企業が後者のイノベーションを中心 とする技術開発戦略に特化 し,米 国多
国籍企業の市場シェアを大 きく侵食 したことによって引 き起 こされた現象であ
る,と考 えられる。
しか し,一方ではこうした 日本企業の急成長の背景には,プロセス ・イノベー
ションへの特化の前提 として,同 企業が米国多国籍企業のプロダク ト・イノ
ベーションの成果に"ただ乗 り"することが可能であったために,プロダク ト・
イノベーションへのコス トを大幅に節約できた,と いう歴史的事実が存在 して
いることを忘れてはならないだろう。 日本企業は,主 に米国多国籍企業が開発
したハー ドウェア産業のプロダク ト・イノベーションを積極的に導入すること
で,そ うした既存技術のエ ッセンスを比較的容易に吸収 し得たために,そ の後
のプロセス ・イノベーションに資源を集中させることが可能 となった,と 考え
られるのである。
そ して,そ の意味において,米 国多国籍企業の国際競争力低下は,自 らの技
術的成果である様々なプロダク ト・イノベーションを,キ ャッチ ・アップを狙
う後発の日本企業の存在 を知 りなが ら,十分に管理あるいは専有することがで
きなかったという,ま さに米国多国籍企業 自身の技術管理戦略の"失 敗"に そ
の最大の要因を見出す ことが可能であるように思われる1)。
ユ)こ の点 に関しては,本 稿第三章 ・第四節 ・第二項及び第三項,拙 稿 「多国籍企業
の技術戦略サイクルに関する一考察一米国多国籍企業による技術管理戦略の展開
を中心に」 日本経営学会編 『日本経営学会誌』第5号,2000年5月,拙稿 「技術
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こうして 日本企業は,1970年代後半以降,ハ ー ドウェア産業でのプロセス ・
イノベーションの技術優位 によって,か つてない急成長を実現することとなっ
た。 しか し,その一方では1980年代に入ると,従来の資源集約型のハー ドウェ
ア産業から知識集約型のソフ トウェア産業(コ ンピュータ ・ソフ トウェア,情
報通信[lnformationTechnology:IT]など)へ の世界的な産業構造の歴史的
転換が始まりつつあ り,そ こか ら新産業の技術的基盤 も,従来のモノ造 りのた
めの技術 としてのハー ドウェア技術からコンピュータ ・プログラミングなどを
中心 とす るソフ トウェア技術へ と,い わば 「パ ラダイム ・シフ ト(Paradigm
Shift)」が進行 しつつあった(=「 技術基盤のソフ ト化」)2)。そ してこのこと
は,企 業の国際競争力の源泉が,ソ フ トウェア産業とい う新たな産業分野にお
いて,再 びプロダク ト・イノベーションへと回帰 しつつあることを意味してい
た,と 考えられるのである。
米国政府は,早 くからこうしたソフ トウェア産業の重要性 を認識 し,いわゆ
る 「国家安全保障」といった面か らも積極的に同産業の振興に尽力 してい く3)。
米国多国籍企業 もこれに応え,こ うした知識集約型産業に相応 しい技術開発戦
略として,こ れまで米国本国を中心 に設置されて きたR&D機 能をグローバ
ル化するなど,ソ フトウェア開発におけるプロダク ト・イノベーションの可能
性の拡大に努め,そ の結果,ソ フ トウェア技術力の比較優位の確立に成功する
戦略」林悼史編著 『IT時代の国際経営一理論 と戦略』 中央経済社,2000年,第
5章,拙 稿 「パ ックス ・アメリカーナ崩壊に関する一考察 一 米国多国籍企業の
技術管理戦略分析 を中心 として」『商学討究』(小樽商科大学)第52巻第1号,2001
年7月,を 参照のこと。
2)こ の点に関 しては,林悼史「技術基盤のソフ ト化 と経済のパラダイム ・シフ ト」『福
岡大学商学論叢』(福岡大学総合研究所)第39巻第3・4号,1995年3月,同 「技
術基盤の ソフ ト化 と競争力 のパ ラダイム ・シフ ト」菰 田文男 ・西山賢一 ・林悼
史 ・金子秀著 『情報通信 と技術連関分析』中央経済社,1996年,第3章,同 「競
争 のグローバル化 と技術戦略の重要性 一 技術体系のパラダイム ・シフ トと技術
戦略」野口祐 ・林悼史 ・夏 目啓二編著 『競争 と協調 の技術戦略 一21世紀 のIT
戦略』 ミネルヴァ書房,1999年,25～27頁,を参考 とした。
3)こ の点に関 しては,黒 川修司 『ハイテク覇権の攻防 一 日米技術紛争』(横浜市立
大学叢書3)東 信堂,2001年,第2章,を参考 とした。
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のである4)。また,こ の他 にも米国においてソフ トウェア技術力が高 くなった
要因として,IBMに よるハー ドウェアとソフ トウェアの分離販売政策である
「アンバ ン ドリング(unbandling)政策」の存在 や,個 人(=技 術者)間 の
相互作用やスピンアウ ト・ベ ンチャーの生まれ易い米国の 「市場中心型の市場
構造jの 存在も指摘 されている5)。
ところが,プロダク ト・イノベーションを中心 とする技術開発戦略によって,
米国多国籍企業 に再 び国際競争力 をもた らす と考え られたソフ トウェア技術
も,その 「専有可能性の確保」に関 してはある重大な問題を有 していたことが
判明する。すなわち,ソ フ トウェアといった 「情報財」には,その特徴 として,
①容易 に1つ の媒体か ら別の媒体への記録 または複製が可能であること,②複
製を行うのに元の財の生産に投入 されたほどの資源量は必要 としないこと,③
複製の価値は元の財 と比較 して差がないこと,な どが挙げ られているのであ
る6)。つ まり,米国産業界が一丸 とな り開発 に取 り組んだソフ トウェア技術 と
は,実 はその完成品を手にした者は誰でも必要な機材を揃 えさえすれば,ほ と
んど追加費用をかけず に容易 に 「複製」,すなわち 「コピー」す ることが可能
な財だ,と いうのである。
そ して,こ うした米国多国籍企業の懸念は,す ぐに現実のものとなった。す
なわち,米 国多国籍企業は深刻 なソフ トウェアの知的財産権侵害の事実に直面
したのである。例えば,表33によると,1986年に米国企業が受けた知的財産権
侵害の被害額のうち,ソ フ トウェアは二番目に大 きな被害額 となっていること
が分かる(表33参照)。また,表34によると,米 国ソフ トウェア産業の知的財
産権侵害の被害は,国内販売部門とともに海外販売部門においても顕著であ り,
このことは権利侵害者が国内のみならず海外において も存在 していることを意
4)こ の点に関 しては,拙 稿,前 掲論文,第5号,2000年5月,拙 稿,前 掲稿,林 編
著,前 掲書,中 央経済社,2000年,第5章,を 参照のこと。
5)久 保寺英樹 ・軽部大稿 「ソフ ト化,知 的所有権,政 治:ア メリカ再逆転のメカニ
ズム」伊丹敬之+伊 丹研究室 『日本の半導体産業一 なぜ 「三つの逆転」は起 こっ
たか』NTT出 版,1995年,189～194頁。
6)廣 松毅 ・大平号声 『情報経済のマクロ分析』東洋経済新報社,1990年,27頁。
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表33米国企業の受けた知的財産権侵害の被害額(1986年)
業 種 損 失 額
(100万ドル)
回答した企業数
損失なし 損失あり
理学及び'∫真 5,090(21.3%) 1 6 7
コンピュー タ及び ソフ トウェァ 4,130(17.3%) 6 25 31
エ レ ク トロ ニ ク ス 2,288(9.6%) 6 11 17
自動車及び同部品 2,194(9.2%) 0 4 4
娯楽 2,060(8.6%) 0 12 12
医薬 1,909(8.0%) 0 10 ヱ0
化学 1,334(5.6%) 3 18 21
石油精製及び関連製品 1,295(5.4%) 3 6 9
建設資材 739(3.1%) 0 6 6
林産物 665(2.8%) 0 7 7
1:業・農業設備 622(2.7%) 1 9 10
ゴム製品 511(2.1%) 1 4 5
金属及び金属製品 292(1.2%) 1 6 7
繊維及びアパレル 251(1.1%) 0 11 11
出版及び絵画 128(0.5%) 0 11 11
航空宇宙 120(0.5%) 2 5 7
食料品及び飲料品 86(0.4%) 2 8 10
その他 151(0.6%) 0 8 8
合 計 23,845(100.0%)26 167 193
(原資 料)US.ITC,(1988),ForeignProtectionoflntellectualPropertyRightsand
EffectonU.S.IndustryandTrade,Washingston,D.C:U.S.ITCPub-
lication,Table4-3.
(出 所)坂 井 昭 夫 『日 米 ハ イ テ ク 摩i擦と 知 的 所 有 権 』 有 斐 閣,1994年,150頁,
機 械 振 興 協 会 経 済 研 究 所 『知 的 所 有 権 と新 貿 易 秩 序 』(機 械 工 業 経 済 研
究 報 告 書H1-3)機 械 振 興 協 会 経 済研 究 所,1990年5月,72頁,に 筆
者 一 部 修 正 。
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表34米国産業が権利侵害によって失った損失
(単位:10億ドル)
医薬品 ソフ トウェァ 映 画 音 楽 書 籍
1991年の国内販売額 45 18 11 7 16
海外販売額 22 25 8 4 2
権利侵害によって失った推定海外販売額 4 9 1 2 1
(原資 料)InternationalBusinessWeek,(1992),February10,p.24.
(出 所)坂 井,前 掲 書,有 斐 閣,1994年,151頁,に 筆 者 一 部 修 正 。
味 している(表34参照)。すなわち,こ うしたソフ トウェアの知的財産権問題
とは,海外投資収益を重視する米国多国籍企業にとっては,ま さに死活問題そ
のものであったのである。
こうして,前 述の通 り,米国多国籍企業の有するソフ トウェアの知的財産権
(主に特許権や著作権)の 侵害問題は,国 際的な外交問題にまで発展すること
となったのであるが,そ の批判の矛先は,次 第にある特定の国籍の企業へと向
けられ始めることとなる7)。すなわち,そ の企業 とは,米 国多国籍企業による
最新のプロダク ト・イノベーションであるソフ トウェア技術に,か つてのハー
ドウェア技術 のケースと同様に,や はり"た だ乗 り"することが強 く懸念され
ていた 日本企業(=日 本多国籍企業)で あった。米国多国籍企業側のこうした
強い懸念の背景には,日 本における恒常的な米国産ソフ トウェアへの侵害の事
実とい う,確固たる証拠があった。すなわち,日本がアジア地域 はもとより,
先進国の中でも有数のソフ トウェアの 「不正コピー天国」である,と いう歴史
的事実の存在である8)。
7)ソ フ トウェアと知的財産権の関係については,豊 田正雄 『ソフ トウェアと特許権
一 これか らは特許の時代』 ダイヤモン ド社,1992年,下田,前 掲書,に っかん書
房,1992年,第4章・第9章,大 森,前 掲書,集 英社,1992年,第11章,長谷川,
前掲書,中 央公論社,1993年,長谷川,前 掲書,弘 文堂,1993年12～29頁,塩入,
前掲書,中 央経済社,1993年,第7章,坂井,前 掲書,有 斐閣,1994年,第5章,
を参照のこと。
8)こ の点に関 しては,下 田,前 掲書,に っかん書房,1992年,184～187頁,を参考
とした。
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例えば,前 出のBSAに よる1999年度時点での調査 を見て も,日本はアジア
地域では確かに違法コピー率が最 も低い国となっているものの,損 害額で見れ
ばその額は同地域で最高であ り,違法コピー損害額全体の35%を占めるに至っ
ている(表35参照)9)。こうした現状から鑑みて も,1980年代当時の 日本企業
による米国産ソフトウェアへの侵害行為の実態は,容易に想像できよう。また,
まだ記憶 に新 しい1989年の富士通 と日本電気(NEC)に よるコンピュータ ・
システム設計の 「一円入札事件」などを見ても,日本企業がソフ トウェアの価
値を認めず,そ の知的財産権 を軽視 し続 けてきたことは,紛 れもない歴史的事
表35違 法 コピーによる損害額が多い10ヵ国 リス ト
順位
国 名 損害額(100万米 ドル) 各国違法コピー率(%)
1999年 2000年 1999年 2000年 1999年 2000年
1 米 国 米 国 3191.1 2,632.4 25 24
2 日 本 日 本 975.4 1,666.3 31 37
3 イ ギ リ ス 中 国 679.5 1,124.4 26 94
4 ド イ ツ ド イ ツ 652.4 635.3 27 28
5 中 国 イ ギ リ ス 645.5 530.8 91 26
6 フ ラ ン ス フ ラ ン ス 548.4 480.6 39 40
7 カ ナ ダ イ タ リ ア 440.1 421.9 41 46
8 イ タ リ ア ブ ラ ジ ル 421.4 325.6 44 58
9 ブ ラ ジ ル カ ナ ダ 392.Q 305.0 58 38
10 オ ラ ン ダ 韓 国 264.4 302.9 44 56
(筆者 注1)1999年 度 の 上 記10力 国 に お け る 損 害 額 合 計 は82,1億米 ドル で,全 世 界
の 損 失 額 合 計 の67.5%に相 当す る 。
(筆者 注2)2000年 度 の 上 記10力 国 に お け る 損 害 額 合 計 は84.3億米 ドル で,全 世 界
の 損 失 額 合 計 の71.1%に相 当 す る 。
(出所)BSAホ ー ム ペ ー ジ(URLhttp://www.bsa.or.jp/news/2000/000529.htm,
http://www.bsa.or.jp/news/2001/010525.htm),より筆 者 作 成 。
9>BSAホ ー ム ペ ー ジ(URLhttp://www.bsa.or.jp/news/2000/000529.htm)。
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実である。
こうした状況を受け,1980年代後半以降,米国政府は 「技術基盤のソフ ト化」
という新たな産業構造転換に際し,米 国多国籍企業のソフ トウェア専有問題を
解決すべ く,大恐慌以来のアンチ ・パテン ト政策からプロ ・パテン ト政策へ と
再び国内の競争政策を転換 させるとともに,米 国の意向を世界的に強 く反映さ
せるための知的財産権外交を積極的に展開していくこととなる。こうして,ソ
フトウェアをめ ぐる日米知的財産権紛争が,そ の幕 を開けたのである(表36参
照)。
表36コ ンピュータ ・ソフ トウェアをめぐる日米紛争
1981年1月米国,コ ンピュー タ ・ソフ トウェア保護を盛 り込んだ改正著作権法 を
施行
1982年6月 日立製作所等の駐米社員によるIBM産業スパイ事件発覚
10月 IBM,富士通によるOS等の著作権侵害を主張
1983年2月IBM,自社のユーザー向けOSソ フ トの非公開 を表明
7月 富士通,IBMと ソフト使用に関する秘密協定を締結
10月 IBM・日立間で産業スパイ事件について和解,ソ フ トに関す る秘密協
定を締結
1984年12月IBM,富士通に協定違反を通告
1985年7月IBM,富士通が83年秘密協定に違反したとして米国国際商事仲裁協会
(AAA)に提訴
12月 AAAの審理開始
1986年1月日本,コ ンピュー タ ・ソフ トウェア保護を盛 り込んだ改正著作権法を
施行
11月 IBM・日立間で新協定の締結
12月 IBM・富士通 間で指定 プログラム契約調印(富 士通はIBMプ ログラ
ムについての対価支払いに合意)
1987年3月IBM・富士通問でSF細 目について合意
9月 AAA,IBM・富士通紛争で仲裁命令
1988年11月AAA,IBM・富士通紛争で最終裁定
(原資料)増 田祐司 『日米摩擦からのテイクオフー新 しい経済発展の日本モデル』
日刊工業新聞社,1988年,164頁他。
(出 所)坂 井,前 掲書,有 斐閣,1994年,16頁に筆者一部修正。
現代多国籍企業の技術管理戦略とMNE理論(71397
そして,こ うした世界的なプロ ・パテント化の流れと歩調を合わせ る形で,
米国多国籍企業 も同 じく自らの最適な 「専有可能性の確保」の実現に向けて,
その技術管理戦略の内容 を独自に"進 化"さ せていくこととなる。す なわち,
前述の通 り,技術管理戦略としての従来 までの特許戦略に世界的なプロ ・パテ
ント化の流れを連動させることで,よ りグローバルな法務戦略 としての側面を
"強化"し
,こ こか らソフトウェア技術を筆頭 とする米国産ハイテク優位技術
の 「専有可能性の確保」 を,よ り確実に実現することを画策 していったのであ
る。
では次に,プ ロ ・パテント時代における技術管理戦略の実態について,詳 し
く見てい くこととしたい。
第四項 プロ ・パテント時代における技術管理戦略
一特許侵害訴訟戦略とサブマリン特許戦略
坂井昭夫氏によると,1980年代を代表する日米知的財産権紛争には,以 下の
ものが挙げられるとしている。各順番は,紛 争がオープンになった順 となって
いる10)。
①IBM産 業スパイ事件(IBM対 日立製作所他)
② コンピュータOS紛争(IBM対 富士通)
③ アモルファス合金紛争(ア ライ ド 対 日立金鳳 新 日鉄他)
④ 光ファイバー紛争(コ ーニング 対 住友電工)
⑤DRAM紛 争(テ キサス ・インスツルメンツ 対 富士通,日 本電気他)
⑥ キルビー275特許紛争(テ キサス ・インスツルメンツ 対 富士通,日 本
電気他)
⑦TPA紛 争(ジ ェネンティック 対 東洋紡)
10)坂井,前 掲 書,有 斐 閣,1994年,50～51頁,に 筆 者 一 部 修 正 。
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⑧AF技 術紛争(ハ ネウェル 対 ミノルタ他)
⑨ ビデオゲーム紛争(コ イル氏 対 セガ ・エ ンタープライズ)
⑩CCD紛 争(ロ ーラル ・フェアチ ャイル ド 対 ソニー,松 下電器,キ ヤ
ノン他)
⑪ 画像処理技術紛争(レ メルソン氏 対 トヨタ自動車,日 産 自動車他)
⑫ マイコン紛争(ハ イア ット氏 対 トヨタ自動車,日 本電気他)
そして,こ うした一覧からは,日米知的財産権紛争の内容の,あ る"変 化"
を窺い知ることができる。つまり,坂井氏の指摘 を参考にさらに言及するとす
れば,日 米的財産権紛争の対象が,当 初のソフ トウェア産業の著作権侵害問題
から,次 第にハイテク産業の特許権侵害問題へ と,大 きく広が りを見せ始めて
いるという点を,そ うした"変 化"と して挙げることがで きるのである11)。
つまり,ソ フ トウェア問題に端を発 した日米知的財産権紛争 は,い つしか米
国多国籍企業の有するハイテク技術全般の問題へ と拡大させ られていったので
ある。なぜならば,「技術基盤のソフ ト化」 という新たな産業構造の変化は,
単 に基本ソフト(OperatingSystem:OS)といったコンピュータ ・ソフ トウェ
ァに止 まらず,半 導体やIT,バイオ ・テクノロジーといったハイテク産業全
般に多大な影響 を及ぼしていたからであり,こ こから米国多国籍企業の技術管
理戦略の対象 も,必然的に拡大することとなったのである。
(1)米国多国籍企業の対日特許侵害訴訟戦略
こうして,ハ イテク産業全般における日米特許侵害訴訟が本格化するのであ
るが,そ の結果は被告 となった日本企業にとっては衝撃的なものであった。な
ぜならば,代 表的な日米特許侵害訴訟において,米 国多国籍企業あるいは米国
個人発明家の保有する基本特許の前に日本企業はことごとく敗訴 し,そ の結果
11)坂 井,前 掲 書,有 斐 閣,1994年,51頁 。
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表37代表的な日米特許侵害訴訟
年 原告(米国) 被告(日本) 係争対象技術 判 決 ・結 果
1991ジェ ネンテ ィ ック
社
東洋紡 血 栓 溶 解 剤
TPA
東洋紡の製造 ・販売の差 し止め。
1992ハ ネウ ェル社 ミノル タ オー トフ ォー カ
ス
ミノルタ側が約165億円を支払い和解。
1992ハ ネウ ェル社 コニ カ,京 セラ,キ ヤ ノ
ン,ニ コン,リ コー,オ
リ ンパス,旭 光学等
オー トフ ォー カ
ス
各社各様の対応。和解金支払いは,ニ
コンが約57億円,オ リンパスが約42億
円,旭 光学が約25億円+今後の特許使
用料,等 。
1992J,コイル氏 セガ ・エ ンター プラ イズ テ レビ画面表示 セガ側が約57億円を支払い和解。
1992J。レメル ソ ン氏 日 本 自動 車 メ ー カー11
社,電 気 メーカー数 社
位置決め技術
)
日本 自動車メーカー側が約127億円,電
気メーカー側が約634億円の特許使用料
を支払い和解。
1992テ キサ ス ・インス
ツ ルメ ンツ社
シ ャ ー プ,リ コ ー キ ル ビー275特
許
シャープ,リ コー両社が特許使用契約
を締結。
1996アル ペ ックス ・
コ ンピュ ー タ社
米国任天堂 ビッ ト ・マ ッピ
ング
米国任天堂の逆転勝訴。
(原資 料)坂 井,前 掲書,有 斐 閣,1994年,151頁。
(出 所)林 悼 史 『知 的財産 管理2』 産 能大学 生涯学 習研 究室,1998年,24頁,に筆者 一部修 正。
として米国多国籍企業あるいは米国個人発明家への巨額な賠償金 ・和解金の支
払いを余儀なくされたからである12)(表37参照)。その代表的なケース として
は,か の 「ハネウェル対 ミノルタ事件」が挙げ られる13)。
同事件 では,ミ ノル タ側が米国ハ ネウェル(Honeywel1)社の 自動 焦点
(AutoFocus)カメラに対す る特許侵害で訴えられ,1992年2月7日に米国
ニュージャージー州ニューアーク連邦地方裁判所 の陪審は約120億円の損害賠
償金の支払いを命 じ,結局 ミノルタ側は同年3月9日 に約165億円を全額バネ
12)上 山,前 掲 書,文 藝 春 秋,2000年,12頁 。
13)同 事 件 につ い て は,下 田,前 掲 書,に っ か ん書 房,1992年,第1章,長 谷 川,前
掲 書,中 央 公 論 社,1993年,120～127頁,長谷 川,前 掲 書,弘 文 堂,1993年,156
～169頁,守,前 掲 書,新 潮 社,1994年,167～175頁,坂井,前 掲 書,有 斐 閣,1994
年,36～39頁,幸 田,前 掲 稿,山 川,前 掲 書,東 洋 経 済 新 報 社,1994年,32～35
頁,井 上,前 掲 書,NTT出 版,1995年,201～214頁,を 参 照 の こ と。
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ウェル社側に支払 うことで和解 している14)(図6参照)。その金額の大きさは,
日本企業 にとって余 りにも衝撃的なものであった。こうした賠償金 ・和解金の
高額化の背景には,米 国における 「三倍賠償制度」の存在があるとされる15)。
同制度では,意 図的な侵害行為に対 しては裁判所の裁量によって,損 害額を裁
判所の認定額の最大三倍 まで引 き上 げることがで きるのである16)。先の 「ハ
ネウェル対 ミノルタ事件」では,ミ ノルタ側に特許侵害が故意と判断されず,
辛 くも三倍賠償制度の適用は見送 られている。
確かに,米 国における特許侵害訴訟の損害賠償額の"ワ ース ト・テン"を見
る限 り,こ うした巨額な敗訴判決の被告が常に日本企業であったとい う訳では
ない17)(表38参照)。しか しなが ら,これだけ短期間に集中 して,米 国多国籍
表38米国における最近10年間(1993年時点)の特許侵害高額判決
事 件 名 認定損害額($) 年,陪審 ・非陪審の別
1.ポ ラ ロ イ ド対 コ ダッ ク 873,158,9711991年(非陪 審)
2.ス ミス対 ヒュー ズ 204,810,3491 86年(非陪 審)
3.ス リー エム対 ジ ョンソ ン ・ア ン ド・ジ ョンソ ン 107,272,6961991年(非陪 審)
4.ハ ネ ウェル対 ミノル タ 96,350,0001992年(陪審 評決),の ち和 解
5。 レメル ソ ン対 マ ッテル 71,256,6901990年(陪審),控 訴審で破 棄 され る
6.フ ァイザー対インターナショナル ・レクティフ ィアー 55,805,8551983年(非陪 審)
7.シ ャ イリー対 ベ ン トレー 44,248,1371986年(陪審)
8.ス テ ユデ ィエ ンゼ ゲル シャフ ト対 ダー ト 43,756,7841988年(非陪審)
9.シ ンテ ッ クス対パ ラゴ ン ・オ プテ ィカル 36,105,6781987年(非陪審)
10.コイ ル対 セ ガ 33,000,0001992年(陪審評 決),の ち和 解
(出所)長 谷川俊 明 『日米パ テ ン ト・ウ ォー』 弘 文堂,1993年,110頁。
14)守,前 掲 書,新 潮 社,1994年,167～170頁。
15)長谷 川,前 掲 書,弘 文 堂,1993年,114～117頁。 ま た,こ の 点 に 関 して は,本 稿,
第 二 章 ・第 四 節 ・第 二 項(2),も 参 照 の こ と。
16)名和,前 掲 書,日 本 経 済 新 聞 社,1993年,100頁。
17)長谷 川,前 掲 書,弘 文 堂,1993年,110～111頁。
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2月7H、ニェージヤージー州連邦地方裁判所の陪審は、 、
ハネウエル社所有の2件の特許がミノルタカメラ株式会社に
よって侵害 されていることを認める騨決を下しました。
これは乳984年以来、ハネウエル社所有の特許がミノルタ社に
よって、そのオートフオーカスー眼 レフおよびオー トフォー
カス全自動 レンズ ・シャッターカメラの心臓部に使われてき
たことに対してのものです。これらの技術を使って ミノル タ
のカメラが年聞10億ドルにおよぶ売上げを挙げていたにもか
かわらず、ハネウエル社への使用料は支払われませんでた。
今回の評決は陪審員により、ミノルタ社が許可なく使用 した
技術に関 し、ハネウエ ル社へ9,600万ドルの賠償金支払いを決
定 したものです。
6年間に及ぶ公判後のこの勝訴は道徳的にも金額的にも満
足のできるものでした。この陪審員たちの評決はアメリカの
法体制が健全に働いていることを示すものです。しかし、ア
メリカが競争力を維持するためには、知的資産に関連した裁
判の早期解決が行われねばなりません。
国際貿易委員会によると、外国生産者が技術を許可なく使
用することによってsアメリカの企業では 毎年400億ドルか
ら500億ドルの損失があると推定されてお り、これは貿易赤
字の30～50%に相当 します。世界的規模における損失は、さ
らに驚異的な ものであると考えられます。
これは一企業または一国の問題に留まりません。それは知
的資産をその生命とする企業、そして技術的優位性を強みと
し国際競争に臨む国のすべてに大きな影響を及ほすグロ バー
ルな問題なのです。世界の市場には多数の国の一致団結によ
る強力なル ルーの設定、施行が必要とされます。それには、
以下の点が含まれます。
●特評、商標、著作権、企業秘密など、あらゆる知的
資産を保護する共通の基準
●それに同調する国際特許システム
■紛争の早期解決のための機構
●違反商品に対する、輸出入規制を含む強力な規制
知的資産が保護されていなければ、自由貿易は損なわれま
す。将来の研究開発に支障をきたします。国家は国際競争に
おける優位性を失い、人々は職を失います。
これが我 ハ々ネウエル社が今圖の経験から学ぷべきことが
あると考える所以です。私たちは、国や企業が国際法のカを
使わず貿易戦争を個別に戦わなければならないという現状に
対し、各国のリー ダー が終止符を打つことを願っています。
今日、各国聞の政治的相互理解が数世紀にわたる中でも最
も進んだと言えるにもかかわらず、企業を海賊的手段から保
護する規定は、皮肉なことにいまだ確立されぬままになって
います。規模にかかわらず企業が世界市場で活躍する今日の
時代に、知的資産に関しては、公正な貿易を保証する関税貿
易一般協定(ガット協定}のような有効な手段は確立されて
いないのです。
我々はこれを改善しなくてはなりません。すべての国々 は
知的資産の保護のために一致団結すべきです。この目標を達
成するまでには、非生産的な貿易戦争のために時間、資金、
頭脳を犠牲にしつづけるでしょう。このような無駄はなくさ
なければなりません。私たちの競争能力は、この達成に懸か
っているのです。
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図6 米国ハネウェル社の意見広告
(出所)「日本経済新聞」1992年2月19日付.
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企業から特許侵害訴訟を起 こされた外国企業 としては,や は り日本企業が突出
していたことも事実である。また,被 告 となった日本企業の多 くは,日 本の基
幹産業 を代表する企業で構成 されている。その意味では,米 国多国籍企業によ
る,い わゆる 「特許侵害訴訟戦略(PatentInfringementSuitStrategy)」の
矛先は,や はり日本企業に向けられていた と考えることが可能であるし,ま た
その 目的が日本企業の国際競争力低下 を目指 したものであったことも,や はり
否定できない と考えられるのである。
例えば,米 国多国籍企業による特許侵害訴訟戦略の効果は,こ うした損害賠
償金の獲得だけに止まらない。すなわち,米 国多国籍企業による特許侵害訴訟
戦略の戦果とは,時 として被告 となった日本企業の米国市場からの撤退=米 国
多国籍企業 による市場独占の完成,と いう厳 しい結末をも生み出すにも至って
いるのである。1984年か ら1989年にかけて行われた,米 国イ ンテル(lntel)
社 とNECによるマイクロコー ドの著作権に関する係争は,日 米の知的財産権
係争を象徴する代表的な事例の一つ として挙げられる。この係争では,二 度の
審理 を経て,最 終的にNEC側 の主張 はほぼ認 められた ものの,NECは係争
に忙殺 され,オ リジナルMPU(MicroProcessorUnit)戦略に失敗 している
のである。これ以降,MPU市 場に新規参入す るメーカーは途絶え,結 果的に
米国インテル社 はMPU市 場 を独占することに成功 したのである18)。
こうして米国産ソフトウェアは,い わゆる 「世界標準(GlobalStandard)」,
または 「事実上の世界標準(DeFactoStandard)」の製品 として,現 在 も独
占的 な市 場 占有率 を誇 るに至 っ てい る。周知 の 通 り,マ イ クロ ソ フ ト
(Microsoft)社製OSの ウィンドウズ(Windows)やイ ンテル社製MPUの
ペンティアム(Pentium)などが,そ の代表的な製品である19)。そ して,こ う
18)久保寺 ・軽部,前 掲稿,伊 丹他,前 掲書,NTT出 版,1995年,204～207頁。
19)しか し,昨 今のマ イクロソフ ト社への反 トラス ト法違反の問題 も,同 社 による行
き過 ぎたOS市 場独 占への米国政府 による懸念の表れであるとも言える。すなわ
ち,米 国司法省の立場 とは,同 社 に対 し,「ソフ トウェアな どで幅広い知的所有
権を認めなが らも,そ の後の市場支配が独占的になった と判断した段階でメスを
入れる」,というものである。「日本経済新聞」2000年6月13日付。
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した米国多国籍企業による市場独占は,特 許権や著作権 といった知的財産権の
侵害訴訟による事業失敗のリスクを恐れた,後 発企業の自発的な市場撤退によ
ってもた らされたものと考えられているのである20)。
(2)サブマリン特許戦略の衝撃
前出の特許侵害訴訟戦略 に続 き,プ ロ ・パテン ト時代 を代表するもう一つの
技術管理戦略 と して,い わゆ る 「サ ブマ リ ン特許戦略(SubmarinePatent
Strategy)」を取 り上げてみたい。
しかしなが ら,正確には,同 戦略 を米国多国籍企業による技術管理戦略 とし
て分類することは,多 少の議論の余地があると言える。 というの も,このサブ
マ リン特許戦略の主体 とは,前 述のような米国多国籍企業ではなく,主 に米国
の個人発明家であったからである。1954年に出願され38年後の1992年に自動車
製造用画像処理技術 に関す る特許を取得 したレメルソン(J.Lemelson)氏,1969
年に出願 され21年後の1990年にcomputeronachipに関する特許が成立 した
表39サ ブマリン特許の実例
名 称 内 容 出 願 日 特 許 日 潜伏期間
レメル ソン 製品損傷等の検査のために電子画像を自動的に解
析する方法及び装置。
1954年12月24日1992年9月1日 38年
ハ イア ッ ト マ イ クロ ・コ ン ピュー タの基 本 技術 に関 す る特
許。 同特 許の 内容 は,現 時 点 では ご く一般 的 なも
の。
1969年11月24日1990年7月17日21年
モー リンス FMS特許で,コ ンピュー タ制御を用いた工場に
おける多品種少量生産システムに関するもの。
1966年9月9日 1986年11月11日20年
グー ル ド レーザーに関する特許。半導体製造装置にとって
重要。
1959年4月6日 1987年11月3日28年
(原注)レ メル ソン事件 で は,特 許期 問の終 了 は2009年。 国内 自動 車 メー カー11社の レメル ソ ン氏(発 明者)
との和解 条件 は,23件の特 許 に関 して11社合計 で約1億 ドル。
(出所)日 本国特 許庁 ホー ムペー ジ(http://www.jpo.go.jp/tousi/21_sanO2.htm),に筆者 一部修 正。
20)久保 寺 ・軽 部,前 掲 稿,伊 丹 他,前 掲 書,NTT出 版,1995年,206～207頁。
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ハイアット(G.Hyatt)氏などが,こ うした米国個人発明家に当たる(表39参
照)21)。
しか し,一方では1966年に米国に出願 され20年後の1986年にフレキシブル生
産システム(FlexibleManufacturingSystem:FMS)特許を取得 した英国モー
リンス(Molins)社のケースや,1960年の特許法改正前に日本に特許出願 され
1986年に出願公告された米国TI社の,い わゆる 「キルビー特許」のケースな
どを見ると,あ ながちこうしたサブマ リン特許戦略が,米 国個人発明家特有の
技術管理戦略であるとは言い難いことも事実である22)。いずれ にせ よ,こ こ
ではこのサブマリン特許戦略を,プ ロ ・パテン ト時代の米国が生んだ特異な技
術管理戦略の一例として紹介することとしたい。では,サ ブマ リン特許戦略 と
は,一 体 どのような戦略であるのか。
「潜水艦特許(サ ブマリン ・パテン ト)とは,潜水艦の特許ではな く,長期
間にわたる特許審査(潜 航期間)の のちに,あ たか も潜水艦(サ ブマリン)の
ようになんの前触れもなく突然出現する特許のこと。アメリカでは公開制度が
ないため,特 許 を出願 してもその技術情報を公開 しなくてもよい。その制度に
つけこんで,故 意に審査期間を延ばすために補正手続 きを繰 り返 し,世界中の
誰 もが当た り前に用いている技術に対して,あ る日突然,特 許権が発生すると
いうことも少なくな く,潜水艦特許は,い わばアメリカ企業における特許戦略
の裏わざ的常套手段 となっている。…(中 略)… 潜水艦特許は,技術 と市場の
動向を見極めた上で,そ の技術が もっとも普及 し,需要が拡大 したときをみは
か らって独占権が行使できるので,も っとも効率的にロイヤリティを得ること
ができる。 しかも,ア メリカ以外では潜水艦特許が成立 しないのであれば,そ
れをみすみす手放す手はない,と いうのが どうや らアメリカの本音 と見ていい
だろう23)。」
21)幸田,前 掲稿,山 川編著,前 掲書,東 洋経済新報社,1994年,48～49頁,竹田和
彦 『特許の知識[第6版]』 ダイヤモ ンド社,2001年,179頁。
22)幸田,前 掲稿,山 川編著,前 掲書,東 洋経済新報社,1994年,48～50頁。
23)上山,前 掲書,文 藝春秋,2000年,154～156頁。
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つ まり,サブマ リン特許とは,① 特許が成立するまで出願内容が公開されず
(=早期公開制度の欠如),かつ,② 特許成立日を特許権起算 日とする(=権
利期 間のシー リングの欠如),いわば世界に類 を見ない特異な米国特許制度の
下で,出 願から長期間公開されないまま 「潜伏」 し,技術が陳腐化 してか ら成
立 し長期 間存続する特許を意味 している24)。図7に あるように,い わゆるイ
ンターフェアランス(=先 に発明したのが誰かを確定する手続 き)な どで特許
付与が遅れ,発 明か ら長い時間が過ぎて広 く実施されるようになっている周知
技術が突如 として特許権化 し,所定の特許期間まるまる権利を維持することが
可能となるケースが,そ れである(図7参 照)。こうして発明者は,当 該発明
技術 に関する市場が最 も成熟 した時期を見計 らって特許権 を取得 し,よ り多 く
1971年1972年1973年 1990年 1992年 2008年
ll 1
国の場合)
初の出願マ
権利期間17年第1の継箏出願rl
i第2の継続出願rl ▼ ▼
第3の継続出願 → 特許付与公開 ≒ 〉権利消滅(日本の場合)
旨
旨出願公開 出願公告
i
コ・・特許付与一→〉権利消滅
;1←15年 →
:
←20年 一一」一 一 一 一 一 レ
図7サ ブマリン特許の例
(原資料)幸 田全弘稿 「アメ リカの特許事情の特殊性」山川政樹編著 『国
際特許摩擦 と日本の選択s東 洋経済新報社,1994年,48頁。
(出 所)坂 井,前 掲書,有 斐閣,1994年,60頁。
24)日本 国 特 許 庁 ホ ー ムペ ー ジ(URLhttp://www.jpo.go.jp/tousi/21_sanO2.htm)。
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のライセンシーか らロイヤルティを徴収することが可能となる,と いうのであ
る25)Q
また,こ うしたサブマ リン特許戦略では,常 に弁理士資格を有する弁護士で
ある 「特許弁護士(PatentLawyer:PA)」が登場 し,特許の成立時期 を操作
したり,個人が有する休眠特許を発掘 した りす ることで訴訟に持ち込み,個 人
発明家をサポー トす ることが行われるのだ とい う26)。さらに,米 国には他人
の発明を買い集め,無 断で使用 している企業 と交渉 し,ロ イヤルティを徴収す
ることを業務とする 「特許管理会社」が多数存在 しているとされる。 こうした
特許管理企業は,高 額のロイヤルティの支払いを拒む企業に対 しては遠慮 なく
提訴 し,決 して引 き下が らないという27)。
そ して,こ うした米国の特許弁護士や特許管理会社 と連携 し,恣意的にサブ
マリン特許戦略を仕掛けてい く米国個人発明家には,皮 肉を込めて,「パテン
ト・マフィア」という称号が与 えられている。前出のレメルソン氏などは,こ
うしたパテント・マフィアの代表的な人物であるとされる。 レメルソン氏の仕
掛けたサブマリン特許戦略によって,日 本の自動車メーカー11社は,合計で約
127億円もの和解金の支払いを余儀な くされているのである(表37参照)。多 く
の日本多国籍企業にとって,こ うしたパテント・マフィアとそのサブマ リン特
許戦略の存在は,長く米国市場での事業活動における不安材料の一つであった。
しか し,こ うしたサブマ リン特許戦略 も,1994年12月発効の米国特許法改正
により,1995年6月8日以降(6月8日 を含む)に 米国に出願されたものは,
出願日か ら20年で存続期間が満了することに特許期間が改め られたため,手 続
きの遂行を意図的に遅延 させたり,当該技術が産業界に定着 してから特許が成
立 した りするといった事態は大幅に改善されることとなった。さらに,1994年
25)坂井,前 掲書,有 斐閣,1994年,58～60頁。
26)同上,60頁。
27)ヘンリー ・幸 田 「プロ ・パテ ント時代 の損害賠償の考え方」『特許管理』Vo1.41,
No.2,1991年,125～126頁。 また,こ うした米国の特許管理会社の対外的な標
的には,と くに知的財産権管理の甘い日本やアジアの企業が選ばれ易いのだ とい
う。
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8月の日米包括経済協議で,1996年1月1日までに 「18ヵ月公開」を実施する
ことに合意し,1999年11月の特許法改正で"不 完全"な が ら,米国においても
早期公開制度が導入 されることとなった。とい うのも,こ の早期公開制度の導
入 も,出願人が公開制度のある外国出願やPCT出願 をしていないケースでは
非公開を請求で きる,と いう抜け道が用意されているか らである28)。そ して,
その意味では,こ うしたサブマリン特許戦略の脅威は未だ完全には消えていな
い,と 考えることができるのである。
以上,プロ ・パテ ント時代の米国多国籍企業による新たな技術管理戦略の"進
化"に ついて,簡 単ではあるがその実態について考察してみた。そ して,こ こ
での考察から明 らかにされた点 を簡潔に述べるとすれば,プ ロ ・パテント時代
の米国多国籍企業による技術管理戦略では,と くに特許侵害訴訟戦略に代表さ
れるように,「専有可能性の確保」の実現プロセスが従来に比べてより複雑化 ・
巧妙化 していることが,そ の最大の特徴 として挙げられるのである。つ まり,
従来の内部化を中心 とした秘匿戦略による 「専有可能性の確保」の実現 を,新
たにプロ ・パテント化を中心 とした法務戦略をもってより確実なものとすると
いう,米 国多国籍企業の発想転i換そのものに技術管理戦略の"進 化"を 見出す
ことができるのである。
(未完)
28)竹田 和 彦 『特 許 が わ か る12章[第5版]』 ダ イ ヤ モ ン ド社,2000年,113～114頁,
竹 田,前 掲 書,ダ イ ヤ モ ン ド社,2001年,179～180頁。
